
寒い日が続きますが、皆様いかがお過ごしで

しょうか。今年も確定申告の時期がやってまい

りました。平成25年分の所得税の確定申告期間

は2月17日（月）から3月17日（月）となって

います。 
 

確定申告が必要な人 
所得税の確定申告は、その年の1月1日から12

月31日までの1年間に生じた所得の金額とそれ

に対する所得税の額を計算して、源泉徴収され

た税額や予定納税した税額との過不足を精算し、

納税又は還付を行う手続きです。 
個人事業を営んでいる方や、家賃、駐車場な

どの不動産収入がある方は毎年確定申告をして

いらっしゃると思いますので、なじみの深い制

度かと思います。一方で給与所得者の場合、年

末調整により所得税の納税が完了することがほ

とんどですので、いままで確定申告を一度もし

たことがないという方が多いかもしれません。 
しかし、給与所得者であっても、次のような

場合には、通常確定申告が必要となります。 
① 年間の給与収入が2,000万円を超える人 
② 2か所以上から給与の支払いがあった人 
③ 給与から源泉徴収をされていない人 
④ 給与所得以外の所得があった人 
④の場合については、給与の支払いが1か所

でかつ年末調整されており、給与所得及び退職

所得以外の他の所得の合計が20万円以下であ

る人は、確定申告をしなくてもよいことになっ

ています。例えば、給与の他に駐車場収入があ

る場合、駐車場の収入から必要経費を引いた利

益の額が20万円以下であるときは、所得税の確

定申告は不要となります。 
ただし、例外として同族会社の役員等は、そ

の同族会社から給与のほかに貸付金の利子や不

動産の賃貸料などを受け取っている場合には、

これらの所得が20万円以下であっても、確定申

告をする必要があります。 
また、年金所得者については、年間の公的年

金等の収入金額が400万円以下であり、かつ、

公的年金等以外の所得金額が20万円以下であ

る場合には確定申告の必要がありません。ただ

し、確定申告をしないことを選択した場合でも

住民税の申告は別途行わなければなりません。

所得税・住民税いずれの申告もしなかった場合、

社会保険料や医療費など、申告をしていれば控

除されるものが住民税および国民健康保険料の

算定の際に控除されず、計算上不利になること

があるようです。申告不要で所得税は少し得を

したけれど、住民税と国民健康保険料が増額さ

れてしまったという話もありますので、高齢者

の方はご注意ください。 
加えて、他の所得が20万円以下であれば確定

申告を要しないという規定は、あくまでも申告

を行わないときに限られることに注意が必要で

す。確定申告や次にご説明する還付申告を行う

場合には、たとえ給与や年金以外の所得金額が

20万円以下であったとしても、すべての所得を

申告しなければなりません。 
 

還付申告をすることができる人 
確定申告によって、源泉徴収や予定納税によ

りそれまでに納めた所得税が戻ってくることが

あります。所得税の還付を受けるための確定申

告を還付申告と言い、次のような場合には還付

申告をすることができます。 
○ 年の途中で退職し、その後年末まで就職し

なかったため、年末調整を受けておらず源

泉徴収税額が納め過ぎとなっているとき 
○ 医療費控除や寄付金控除を受けるとき 
○ 住宅ローン控除を受けるとき（初回のみ） 
○ 上場株式等に係る譲渡損失の金額から上場

株式等に係る配当の額から控除したとき 
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○ 災害や盗難などで資産に損害を受けたとき 
 還付申告については、申告書の提出が期限ま

でに間に合わなかったときでも申告が可能な場

合がありますので、期限後に気がつかれたよう

な場合は当事務所までご相談ください。 
 
確定申告が必要な所得 
 ここまで確定申告が必要なケースについて解

説してきましたが、ある収入を得た場合に、確

定申告をする必要があるのかどうか判断に迷う

ことがあります。紙面の都合上すべてをご紹介

することはできませんが、お客様からよくご質

問を受けるものを一部、ご紹介します。 
 
◎宝くじの当選金 
宝くじの当選金は非課税となっていますので

所得税、住民税はかからず、確定申告の必要も

ありません。これは宝くじの購入代金のうち約

四割は自治体の収入となるので、購入した時点

で税金を払っているのと同じであるためです。 
ひとつだけ注意したいのは、会社の部署など

複数人で宝くじを購入して高額当選した場合で

す。当選金を分配するときに、銀行で当選金を

受け取る人全員の名義で受けとらなければなり

ません。単独名義で受け取り、あとで分配しよ

うとすると贈与とみなされ、贈与税がかかる場

合があります。 
ちなみに、宝くじとは違って雑誌の懸賞金や

クイズ番組の賞金などは一時所得として課税の

対象となっています。 
 
◎競馬の当たり馬券 
 当たり馬券の払戻金は一時所得として課税の

対象になります。一時所得の金額は【総収入金

額】－【収入を得るために支出した金額】－【50
万円】の算式で計算し、この金額の2分の1に相

当する金額が課税の対象となります。 
収入を得るために支出した金額として認めら

れるのは、当たり馬券の購入費のみで、はずれ

馬券は経費とはなりません。したがって、年間

で負けの方が多くても、当たり馬券の金額が多

額であれば、本来は確定申告が必要となります。 
少し前に、当たり馬券を予想するソフトを自

ら開発し、その予想に基づきインターネットで

大量に馬券を購入して利益を得ていた人が、払

いきれないほど多額の追徴課税をされた事件が

話題となりました。裁判となり、大阪地裁は「金

額も多額で、娯楽の域にとどまらない利益を得

るための資産運用の一種」として一時所得には

当たらず雑所得に該当するとし、はずれ馬券も

必要経費として認めました。しかし、趣味で競

馬を楽しむ程度とこの裁判例とでは事情が大き

く異なりますので、通常、はずれ馬券を経費算

入することは難しいと思われます。 
 
◎損害賠償金 
心身に加えられた損害につき支払を受ける損

害賠償金は非課税とされています。このため、

交通事故などによる負傷について受ける治療費

や慰謝料、車両の破損について受ける損害賠償

金を受け取ったときは、これらの損害賠償金等

には原則として所得税がかかりません。 
 しかし、損害賠償金等であっても損害を受け

た資産が事業用資産の場合で、売上や経費を補

填するような性質を持つものは、非課税所得か

ら除かれます。 
また、交通事故などにより被害者が死亡して

しまい、損害賠償金を遺族の方が受け取った場

合でも所得税はかかりません。 
 
◎生活用動産の譲渡 
 家具、什器、衣服などの生活に通常必要な動

産の譲渡による所得は非課税となっており、こ

れらを売却しても所得税はかかりません。 
 たとえば自家用自動車を売却したが、思った

より高く売れたということがたまにありますが、

このような場合には確定申告をする必要はあり

ません。ただし、あくまで生活に必要なものに

限られますので、業務に使用する営業車、趣味

で所有する高額品、転売目的で所有している物

品については、売却によって発生した利益は課

税対象となります。 
また、生活に必要な動産であっても、貴金属

や宝石、書画、骨とう、美術工芸品で1個又は1
組の価額が30万円を超えるものの譲渡による

所得は課税されます。        以上 


